
熊本県漁業近代化資金利子補給交付要綱 

 

（趣旨）                                                                        

第１条 この要綱は、漁業近代化資金融通法（昭和４４年法律第５２号。以下「法」という。）

第２条第３項に規定する資金であって、熊本県漁業近代化資金事務取扱要綱（以下「取扱

要綱」という。）に基づき融通される漁業近代化資金（以下「漁業近代化資金」という。）

の利子補給に関し、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。                            

                                                                                

（利子補給）                                                                    

第２条 県は、漁業近代化資金を貸し付ける取扱要綱第３に掲げる融資機関（以下「融資機

関」という。）に対し、予算の範囲内において、当該漁業近代化資金につき利子補給を行

う。                                                                        

                                                                                

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給率）                      

第３条 前条の利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類は、漁業近代化資金融通法施行

令（昭和 44 年政令第 209 号）第２条の表に掲げるとおりとし、それについての利子補給率

は、漁業近代化資金の円滑な融通のためのガイドライン（平成 17 年 4 月 1 日付け 16 水漁

第 2708 号水産庁長官通知）第４の２に基づき国が県に通知する率とする。                                                            

                                                                                

（利子補給契約書）                                                              

第４条 第２条の利子補給は、知事が融資機関との間に締結する利子補給契約書によって行

うものとする。                                                              

                                                                                

（利子補給金の額）                                                              

第５条 第２条の規定により利子補給を行う場合の利子補給金の額は、毎年１月１日から６

月３０日まで及び７月１日から１２月３１日までの各期間における漁業近代化資金につ

き、第３条に規定する利子補給率ごとに算出した融資平均残高（計算期の毎日の最高残高

（延滞額を除く。）の総和を３６５の数で除して得た金額とする。）に対し、それぞれ当

該利子補給率の割合で計算した金額の合計額とする。        

                                                                                

（利子補給金の交付）                                                            

 第６条  知事は、融資機関から利子補給請求があった場合において適当であると認めるとき

は、当該請求書を受理した日から３０日以内にこれを交付するものとする。    

                                                                                

（利子補給の打切り等）                                                          

第７条 知事は、県の利子補給に係る漁業近代化資金を借り受けた者がその借入金を借入目

的以外の目的に使用したときは融資機関に対する利子補給を打ち切るものとする。   

２ 知事は、融資機関の責めに帰すべき理由により融資機関がこの要綱又は第４条の利子補

給契約書の条項に違反したときは、当該融資機関に対する利子補給を打ち切り、又は既に



交付した利子補給金の全部又は一部の返還を命ずることができる。                  

                                                                                

（加算金及び延滞金）                                                            

第８条 融資機関は、前条第２項の規定により利子補給金の返還を命ぜられたときは、その

命令に係る利子補給金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該利子補給金の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき１

０．９５パーセントの割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。    

２ 融資機関は、利子補給金の返還を命ぜられ、これを納付期日までに納付しなかったとき

には、納付日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年１０．９５パー

セントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。                    

                                                                                

（報告及び調査）                                                                

第９条 融資機関は、知事が当該融資機関の行った第２条の利子補給による漁業近代化資金

の融資に関し報告を求めた場合は又はその職員をして帳簿書類等を調査させることを必要

とした場合には、これに協力しなければならない。                              

 

（証拠書類の保管期間）  

第１０条 規則第２３条に規定する別に定める期間は、当該貸付金の償還等が終了するまで

の期間とする。 

 

（雑則）                                                                        

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。              

                                     （略）                                     

（附則）                                                                        

 この要綱は、平成２１年３月２６日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は、平成２１年４月２８日から施行し、改正後の熊本県漁業近代化資金利子補給

交付要綱の規定は、平成２１年４月２０日から適用する。 

（附則） 

 この要綱は、平成２１年６月１０日から施行し、改正後の熊本県漁業近代化資金利子補給

交付要綱の規定は、平成２１年５月２７日から適用する。 

（附則） 

 この要綱は、平成２１年７月２９日から施行し、改正後の熊本県漁業近代化資金利子補給

交付要綱の規定は、平成２１年７月２１日から適用する。 

（附則） 

 この要綱は、平成２１年１１月６日から施行し、改正後の熊本県漁業近代化資金利子補給

交付要綱の規定は、平成２１年１０月２２日から適用する。 

（附則） 

 この要綱は、平成２１年１２月２８日から施行し、改正後の熊本県漁業近代化資金利子補

給交付要綱の規定は、平成２１年１２月１８日から適用する。 



（附則） 

 この要綱は、平成２７年６月１９日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は、平成２８年２月１９日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は、令和６年３月２９日から施行する。 

 


